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様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○事業報告書 

令和４年度の事業報告書（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 
 

特定非営利活動法人 消費者支援群馬ひまわりの会 
１ 事業の実施に関する事項 

（１）差止請求関係業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の 

支出額 

（単位：千円） 

事業者・事業者団体

の不当な事業活動

に関する差止請求

その他の是正を図

る事業 

 

 

 

検討委員会の開催 

 

 

 

 

 

 

事業者に対する差止等申入書 

・（株）ディアーズ・ブレインへ「申入書」を送付 

       同社へ「申入書」を送付 

       同社へ「申入書」を送付 

・足利銀行へ「ご連絡」を送付 

              同行へ「終了通知書」を送付 

              同行へ「お礼と連絡書」を送付 

・（株）ハッピーライフビオへ「終了通知書」を送付 

2022・5・16 

2022・7・1 

2022・10・4 

2022・11・28 

2023・1・18 

2022・3・7 

 

 

2022・10・11 

2022・12・8 

2023・2・9 

2022・7・5 

2022・8・8 

2022・12・8 

2022・4・7 

Zoom会議 

県司法書士会館 

Zoom会議 

同上 

同上 

同上 

 

 

当会事務所 

同上 

同上 

同上 

同上 

同上 

同上 

12名 

11名 

12名 

14名 

13名 

11名 

 

 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 
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・医療福祉機構へ「申入書」を送付 

              同機構へ「連絡書（終了）」を送付 

・日本体療協会（（株）藤井翔悟事務所）代理人へ「申入書」

を送付 

       同協会（同所）代理人へ「申入書」を送付 

・MiaMia（整体）細谷亮太氏へ「照会書」を送付 

              同氏へ「申入書」を送付 

       同氏へ「連絡書」を送付 

・ペッツファースト（株）へ「41条請求書」を送付 

同社に対し前橋地裁高崎支部へ提訴 

       同、第１回期日 

       同、第２回期日 

・（株）ネクステージへ「照会書」を送付 

       同社へ「連絡書」を送付 

・三洋繊維（株）へ「照会書」を送付 

・（株）天国社中央へ「照会書」を送付 

 

理事会の開催  

        

        

        

        

        

 

 

被害情報の収集 

・HPでの被害情報の収集 

2022・4・8 

2022・12・8 

2022・6・9 

 

2022・12・8 

2022・7・5 

2022・12・8 

2023・2・9 

2022・6・9 

2022・11・4 

2023・1・10 

2023・2・24 

2022・12・8 

2023・2・9 

2023・2・9 

2023・2・9 

 

2022・4・6 

2022・6・8 

2022・8・5 

 

2022・10・5 

2022・12・7 

2023・2・8 

 

 

通年 

同上 

同上 

同上 

 

同上 

同上 

同上 

同上 

同上 

地裁高崎支部 

同上 

同上 

当会事務所 

同上 

同上 

同上 

 

Zoom会議 

同上 

コープぐんま 

会議室 

Zoom会議 

同上 

同上 

 

 

当会事務所 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

 

35名（検討委員・理事） 

21名（検討委員） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

22名（代理人・理事） 

22名（代理人・理事） 

23名（代理人・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

35名（検討委員・理事） 

 

12名 

15名 

15名 

 

15名 

15名 

16名 

 

 

１名（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出  666 
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・国民生活センターへ急増指標に基づく情報提供の申請 2023・1・23 同上 34名（検討委員・理事） 

（２）差止請求関係業務以外の業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の収

入及び支出額 

（単位：千円） 

多重債務者・消費者

の被害防止、救済及

び支援事業 

 

 

 

消費者被害相談及び家計簿指導 

 

群馬県無料相談会における家計簿指導 

 

 

通年 

 

2022・8・20 

2022・8・28 

2022・9・17 

2022・9・28 

2022・10・12 

2022・10・27 

2022・11・12 

2022・11・26 

2022・12・3 

2022・12・20 

当会事務所 

 

群馬県庁 

沼田市 

高崎市 

前橋市 

伊勢崎市 

渋川市 

太田市 

安中市 

館林市 

桐生市 

2名（事務局） 

 

3名（理事・事務局） 

2名（理事・事務局） 

3名（理事・事務局） 

2名（理事・事務局） 

3名（理事・事務局） 

2名（理事・事務局） 

3名（理事・事務局） 

2名（理事・事務局） 

2名（理事・事務局） 

3名（理事・事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

収入    0 

支出  332 

 

消費生活に関する

情報の収集、分析、

評価及び提供事業 

 

ＨＰ・メールによる情報収集事業 

 

情報提供事業 

 通年 

 

 通年 

当会事務所 

 

当会事務所 

1名（事務局） 

 

3名（理事・事務局） 

 

収入  319 

支出  526 

消費生活に関する

消費者又は事業者

に対する啓発及び

教育事業 

学習会・研修会 

 

 

機関誌の発行・送付   168号 

    

毎月第 2水曜日定例 

毎月第 4土曜日定例 

 

2022・4・28 

 

当会事務所 

（中止） 

 

当会事務所 

 

2名（理事・事務局） 

 

 

4名（理事・検討委

員・事務局） 
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169号 

 

            170号 

171号 

 

172号 

 

            173号 

 

2022・6・30 

 

2022・8・31 

2022・10・31 

 

2023・1・1 

 

2023・2・28 

 

同上 

 

同上 

同上 

 

同上 

 

同上 

3名（検討委員・事

務局） 

2名（理事・事務局） 

5名（理事・検討委

員・事務局） 

4名（検討委員・事

務局） 

4名（検討委員・事

務局） 

 

 

 

収入    0 

支出  308 

他の消費者団体・関

係機関とのネット

ワーク支援事業 

 

 

 

 

・適格消費者団体連絡協議会参加 

 

 

・群馬県多重債務者対策協議会への参加 

 

・桐生地区自殺対策連絡会への参加 

 

2022・9・3 

2023・3・11 

 

2023・1・26 

 

2023・3・9 

 

東京都（Zoom） 

同上 

 

群馬県庁（Zoom） 

 

桐生市 

 

3名（理事） 

6名（理事・検討委員） 

 

2名（理事・事務局） 

 

2名（理事・事務局） 

 

 

 

収入     0 

支出      122 

その他この法人の

目的を達成するた

めに必要な事業 

 

団体の会員や寄付金の増加を図るための普及啓発活動 

・県補助金を活用して「訪問お断り」プレート（300 枚）・

パンフレット（10 万枚）作成・配布（適格消費者団体設立

促進補助金事業と兼ねる） 

 

2022・8 

～2022・11 

 

群馬県内 

 

若干名（理事・

検討委員・事務

局） 

 

収入  561 

支出  596 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 
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２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項 

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠 

収入内容 
収入見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

会費収入 ２，４４７ 個人正会員 350口×500円×12カ月 団体正会員 47口×500円×12カ月 

賛助会費会員 20口×3,000円/年 応援会員 5名×1,000円/年 

寄付金 ２００ 個人や団体からの寄付金 

 

（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠 

支出内容 
支出見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

差止請求関係業務 

 

６９４ 人件費３６０（R5 年度見込）、印刷製本１４（R4 年度管理費配賦

実績）、通信運搬費４０(R4年度管理費配賦実績)、賃借料５０(新

複合機リース料等)、業務委託費１００(訴訟費用)、その他管理費

１３０（R4年度管理費実績） 

不特定多数かつ多数の消費者の

利益の擁護を図るための活動に

係る業務 

 

１，１２２ 人件費４８０（R5年度見込）、印刷製本費３８（シンポテ資料）、

通信運搬費９１（R4 年度管理費配賦実績）、賃借料７０（シンポ

会場費+複合機リース料管理費配賦分）、謝金３０（シンポ講師講

演料）、会議費１０(全国集会参加費)、適格消費者団体連絡協議会

旅費交通費１００、業務委託費１１０（ＨＰ）、その他の管理費１

９３（R4年度管理費配賦実績） 

管理費 

 

８２３ 

 

人件費３６０（R5年度見込）、印刷製本費４８（R4 年度実績）、旅

費交通費５０（全国総会等）、諸会費５１（R4年度実績）、支払手

数料１８５（会費集金代行等）、その他管理費１２９（R4 年度実

績） 

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 
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２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14 条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業

務を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14条第２項第 10号）を踏まえて記載すること。 

３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 


